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大規模買付行為への対応方針（買収防衛策）に関するお知らせ 

 

当社は、平成25年６月19日開催の第113期定時株主総会において、「大規模買付行為への

対応方針（買収防衛策）」（以下、「本対応方針」といいます。）の継続につき株主の皆

さまのご承認をいただいておりますが、本対応方針の有効期限は平成27年６月17日開催予

定の第115期定時株主総会（以下、「本定時株主総会」といいます。）終結の時までとされ

ております。 

現在、当社は、大規模買付行為が開始される具体的な脅威に晒されているわけではあり

ませんが、今後の情勢変化等を勘案し、企業価値・株主価値向上の観点から、継続の是非

も含めその在り方について検討した結果、平成27年５月12日開催の取締役会において、当

社取締役全員の賛成により、本定時株主総会における株主の皆さまのご承認を前提とした

うえで本対応方針を継続することに決定いたしましたので、以下のとおりお知らせいたし

ます。 

なお、本対応方針の継続に際しましては、軽微な修正を行っておりますが、その内容を

実質的に変更するものではありません。また、本対応方針の継続を決定した取締役会には

社外監査役２名を含む当社監査役４名が出席し、いずれの監査役も、本対応方針の具体的

運用が適正に行われることを条件として、本対応方針に賛成する旨の意見を述べておりま

す。 

  

記 

１．当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針 

 

当社取締役会は、大規模買付者により、財務および事業の方針の決定に影響を及ぼすこ

とが可能な数の当社株式を取得することを目的とする大規模な買付行為が行われようと

する場合に、当社の株式の売却に応ずるか否かは、最終的には株主の皆さまがこれを判断

されるべきものと考えております。しかしながら、当該買付行為が真に当社の企業価値の

向上に資するものであるかどうか、さらには、多くの株主の利益向上に繋がるものである
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かを多数の株主の皆さまが判断されるためには、当該大規模買付者から当該買付行為につ

いて十分な情報が提供されるとともに、これを評価・検討するための一定の時間を確保す

ることが大切であると認識し、「大規模買付行為への対応方針」を定めておくことが必要

不可欠であると判断しております。 

 

２．当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特

別な取組み 

 

 当社は、社名の由来でもある「Value ＆ Quality」（価値と品質）をスローガンとして、

創業以来、価値ある製品の研究・開発、信頼を生む品質の高い製品の提供に努力してまい

りました。また、経営の基本方針である「THE VALQUA WAY」を制定するとともに、「価値

の創造と品質の向上」を基本理念として、それを具現化する中期経営計画「New Valqua 

Stage One」（ＮＶ・Ｓ１）を平成12年度にスタートさせ、「New Valqua Stage Six」（Ｎ

Ｖ・Ｓ６）まで、経営計画に掲げられた経営目標に向けての積極果敢な挑戦を行うととも

に、変化する事業環境に機敏に対応することで、競争力強化を図ってまいりました。そし

て、平成27年度からは新たな３か年計画「New Valqua Stage Seven」（ＮＶ・Ｓ７）を策

定し、リスクマネジメントを強化しつつ、当社の強みである技術力を核とした収益の極大

化に向けた、新たな挑戦を試みております。 

これまでの歴史に裏打ちされた技術力やブランド力は、多くの需要家をはじめとする関

係者の間で高く評価されてまいりました。これら技術力やブランド力は、当社グループの

重要な強みであるとともに、相互に有機的に関連した不可分のものであり、当社グループ

の企業価値の源泉となっているものであります。 

 

３．会社支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方

針の決定が支配されることを防止するための取組み 

 

当社は、３．(2)で定義される大規模買付行為が行われる場合には、一定の合理的なル

ール（以下「大規模買付ルール」といいます。）に従っていただくこととし、これを遵守

した場合およびしなかった場合につき一定の対応方針を定めることをもって、会社支配に

関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支

配されることを防止するための取組みといたします。 

 

(1) 大規模買付ルールの概要 

当社取締役会が定める大規模買付ルールとは、 

①事前に大規模買付者から当社取締役会に対して十分な情報が提供され、 

②当社取締役会による一定の評価期間が経過した後に大規模買付行為を開始する、 
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というものであります。 

 

(2) 対象とする大規模買付行為 

本基本方針における「大規模買付行為」とは、特定株主グループ（注１）の議決権割合

（注２）を20％以上とすることを目的とする当社株券等の買付等、または結果として特定

株主グループの議決権割合が20％以上となる当社株券等の買付等をいいます。いずれにつ

いてもあらかじめ当社取締役会が同意したものを除きます。また、大規模買付行為をする

者を「大規模買付者」といいます。 

 

注１：特定株主グループ 

当社の株券等（金融商品取引法第27条の23第１項に規定する株券等をいいます。）の保有者（金融

商品取引法第27条の23第１項に規定する保有者をいい、同条第３項に基づき保有者とみなされる者を

含みます。）または当社の株券等（金融商品取引法第27条の２第１項に規定する株券等をいいます。）

の買付等（金融商品取引法第27条の２第１項に規定する買付等をいい、取引所金融商品市場において

行われるものを含みます。）を行う者とその共同保有者（金融商品取引法第27条の23第５項に規定す

る共同保有者をいい、同条第６項に基づき共同保有者とみなされる者を含みます。）および特別関係

者（金融商品取引法第27条の２第７項に規定する特別関係者をいいます。）を意味します。 

注２：議決権割合の計算において分母となる総議決権数は、当社のその時点での発行済全株式から、直近

の自己株券買付状況報告書に記載された数の保有自己株式を除いた株式の議決権数とします。 

 

(3) 大規模買付者に対する情報提供の要請 

大規模買付者が、大規模買付行為を行おうとする場合には、当社代表取締役宛てに、下

記情報を含む大規模買付行為の概要を事前に通知し、大規模買付ルールに従いこれを行う

ことを要請するものであります。大規模買付者からの情報に不足がある場合には、当社取

締役会は、当社株主の判断および当社取締役会の意見形成のために、大規模買付者から情

報を受け取った日から10営業日以内に、不足する情報の提供を求めることがあります。な

お、大規模買付者からの情報の提供は日本語で行うものとします。 

①� 大規模買付者の概要 

②� 大規模買付行為の目的等 

③ 買付にかかわる対価および算定根拠 

④ 買付資金の裏付け等概要 

⑤ 買付完了後の経営方針および事業計画の詳細 

⑥ 従業員への処遇方針 

⑦ その他 

当社取締役会は、これら情報を検討するとともに、必要に応じて追加情報の提供を求め、

また代替案の提示のために必要な時間を提供するよう求めることといたします。また、大
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規模買付行為があった事実、当社取締役会に提供された情報等は、当社株主の判断に供す

る必要があると認められる場合には、適切な手段・方法によりその全部または一部を開示

するものといたします。 

 

(4) 大規模買付行為の評価・検討 

当社取締役会は、公正な外部専門家の助言・答申を受け、当該大規模買付者および大規

模買付行為の具体的内容や、当該買付行為が当社株主全体の利益に与える影響などを評

価・検討し、大規模買付者が必要な情報の提供を行った日より60日以内（対価を現金（円

貨）のみとする公開買付けによる当社全株式の買付けの場合）または90日以内（その他の

買付行為の場合）に、取締役会としての意見を取りまとめて開示することといたします。

なお、助言・答申を受ける外部専門家は、それぞれ当社とは利害関係を有しない独立した

金融機関、弁護士、公認会計士、学者その他の有識者の中から、必要に応じて複数の専門

家を選定するものといたします。 

 

４．対抗措置発動の条件 

 

(1) 大規模買付ルールが遵守された場合の対応方針 

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守して大規模買付行為を行った場合には、当社取

締役会は、原則として当該買付行為に対する対抗措置はとらないものといたします。ただ

し、当該買付行為に反対の場合には、反対意見を表明する、代替案を提示する等の方法を

講ずることはあり得るものとし、特に当社の企業価値を著しく損なうと取締役会が判断す

る場合（下記①から⑤に該当する場合）には、多数の株主の利益を守るために必要な措置

を講ずることがあります。この場合、当社取締役会は当該判断に至った理由等を開示する

ものといたします。 

なお、大規模買付行為が当社の企業価値を著しく損なうか否かが問題となっており、か

つ、当社取締役会が善管注意義務に照らし株主の意思を確認することが適切と判断する場

合には、株主総会（以下「株主意思確認総会」といいます。）を招集し、対抗措置の発動

その他当該大規模買付行為に関する株主の皆さまの意思を確認することができるものと

します。株主意思確認総会を開催する場合には、当社取締役会は、株主意思確認総会の決

議に従い、対抗措置の発動等に関する決議を行うものとします。なお、大規模買付者は、

当社取締役会が株主意思確認総会を招集することを決定した場合には、株主総会の決議に

基づく対抗措置不発動の決議を行うまでは、大規模買付行為を開始することはできないも

のとします。 

① 真に会社経営に参加する意思がないにもかかわらず、株式を買い占め、その株式につ

いて当社またはその関係者に対して高値で買取りを要求することを目的とすることが、

客観的かつ合理的に推認される場合。 
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② 当社を一時的に支配して、知的財産権、ノウハウ、その他の重要な資産等を移転させ

るなど、当社の犠牲のもとに大規模買付者の利益を実現することを目的とすることが、

客観的かつ合理的に推認される場合。 

③ 当社を一時的に支配して、当社の事業に当面関係していない不動産、有価証券など高

額資産等を売却等処分させ、その処分利益をもって一時的な高配当をさせるか、ある

いは一時的高配当による株価の急上昇の機会を狙って株式の高価売り抜けをするなど、

当社の継続的発展を犠牲にして高いリターンを得ることを目的とすることが、客観的

かつ合理的に推認される場合。 

④ 当社の資産を大規模買付者の債務の担保や弁済原資として流用することを目的とする

ことが、客観的かつ合理的に推認される場合。 

⑤ その他、当社の利害関係者の利益を著しく不当に害することで大規模買付者が不当に

利益を上げるスキームであることが、客観的かつ合理的に推認される場合。 

 

(2) 大規模買付ルールが遵守されなかった場合の対抗措置 

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合には、当社取締役会は、当社の企業

価値および株主の皆さまの共同の利益を守ることを目的として、新株予約権の無償割当て

等、会社法その他の法律および当社定款が認める対抗措置をとることがあります。具体的

にいかなる手段を講ずるかについては、その時点で最も適切と取締役会が判断したものを

選択することとします。 

なお、具体的対抗措置として新株予約権の無償割当てをする場合の概要は別紙に記載の

とおりですが、実際に新株予約権の無償割当てをする場合には、議決権割合が一定割合以

上の大規模買付者およびその共同保有者などに属さないことを新株予約権の行使条件と

するなど、対抗措置としての効果を勘案した行使期間および行使条件を設けることがあり

ます。 

 

(3) 対抗措置発動の中止または撤回について 

当社取締役会は、対抗措置の発動を決定した後であっても、大規模買付者が大規模買付

行為を中止もしくは撤回した場合、または、対抗措置を発動するか否かの前提となった事

実関係等に変動が生じ、かつ、当社の企業価値ひいては株主の皆さまの共同の利益の確

保・向上の観点から、発動した対抗措置を維持することが客観的に相当でないと考えられ

る状況に至った場合には、対抗措置の発動に係る決議の中止もしくは撤回を行うことがあ

ります。例えば、対抗措置として新株予約権の無償割当てを行う場合において、新株予約

権の割当てを受けるべき株主が確定した後に、大規模買付者が大規模買付行為の撤回また

は変更を行うなど、対抗措置をとることが適切でないと当社取締役会が判断した場合には、

次のとおり対抗措置発動を停止することができるものとします。  

① 当該新株予約権の効力発生日までの間は、外部専門家の意見を最大限尊重したうえで、
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新株予約権の無償割当てを中止する。 

② 新株予約権の効力発生日以後においては、行使期間開始までの間は、外部専門家の意

見を最大限尊重したうえで、当該新株予約権を無償取得する。 

このような対抗措置発動の停止を行う場合は、速やかな情報開示を行います。 

 

５．株主および投資家の皆さまに与える影響 

 

(1) 大規模買付ルールが株主および投資家の皆さまに与える影響等 

大規模買付ルールは、当社株主の皆さまが大規模買付行為に応ずるか否かを判断するた

めに必要な情報や、現に当社の経営を担っている当社取締役会の意見を提供し、さらには、

当社株主の皆さまが代替案の提示を受ける機会を保証することを目的としています。これ

により、当社株主の皆さまは、十分な情報のもとで、大規模買付行為に応ずるか否かにつ

いて適切な判断をされることが可能となり、そのことが当社の企業価値および当社株主全

体の利益の保護につながるものと考えます。したがいまして、大規模買付ルールの設定は、

当社株主および投資家の皆さまが適切な投資判断をされるうえでの前提となるものであ

り、当社株主および投資家の皆さまの利益に資するものであると考えております。 

なお、上記４．において述べたとおり、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守するか

否かにより大規模買付行為に対する当社の対応方針が異なりますので、当社株主および投

資家の皆さまにおかれましては、大規模買付者の動向にご注意ください。 

 

(2) 対抗措置発動時に株主および投資家の皆さまに与える影響等 

大規模買付ルールの目的は、当社の経営に影響するような大規模買付行為に対して、当

社の企業価値および当社株主全体の利益を保護するという観点から、多数の株主の皆さま

に対して、当該買付行為を受け入れるかどうかの判断のために必要十分な情報を提供する

とともに、他方、現に経営を担っている当社取締役会の意見を提供しようとするものであ

りますことから、大規模買付者に対して対抗措置を講ずる場合には、大規模買付者以外の

株主および投資家の皆さまに不利益を与えることのないよう慎重に対応するものといた

します。 

なお、当社取締役会が４．(3)の当該新株予約権の発行の中止または発行した新株予約

権の無償取得を行う場合には、１株当たりの株式の価値の希釈化は生じませんので、当該

新株予約権の無償割当てに係る権利落ち日以降に当社株式の価値の希釈化が生ずること

を前提に売買を行った株主および投資家の皆さまは、株価の変動により不測の損害を被る

可能性があります。 

 

(3) 当社取締役会が対抗措置の発動を決定した場合に株主の皆さまに必要となる手続  

当社取締役会が対抗措置の発動を決定し、新株予約権の無償割当てを行う場合、株主の
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皆さまには、新株予約権の行使により新株を取得するために所定の期間内に一定の金額の

払込みをしていただく必要があります。また、別途公告する基準日までに株主名簿への記

録等の手続きを完了していただく必要があります。 

 

６．本対応方針の有効期間 

 

本対応方針の有効期限は原則として取締役の任期に合わせるものとし、平成29年３月31

日に終了する事業年度に関する定時株主総会の終結の時までとします。その後については

取締役選任議案が上程される２年毎の定時株主総会において改めて定時株主総会の承認

を得るものといたします。 

当然のことながら、有効期間中といえども、当社の企業価値および当社株主全体の利益

保護の観点から、必要がある場合には、本対応方針の内容を随時見直すことができるもの

とし、廃止および変更等についてその都度株主総会の承認を得ることといたします。 

 なお、法律の改正が実施される等、本対応方針の内容について緊急に改定する必要が生

ずる場合および事務手続に係る詳細部分の改定を必要とする場合には、取締役会において

合理的な範囲内に限り必要事項の改定を行うことができるものとします。その場合、取締

役会は当該改定内容および理由について遅滞なく開示するものとし、改定後最初に開催さ

れる株主総会において報告を行うものとします。 

 

７．本対応方針が会社支配に関する基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の

利益に合致し、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないことについて 

 

当社のこれまでの諸施策ならびに中期経営計画である“ＮＶ・Ｓ７”は、当社の企業価

値・株主共同の利益を組織的かつ持続的に向上させるための具体的施策として策定された

ものであります。また、大規模買付ルールは、企業価値・株主共同の利益を確保・向上さ

せる目的をもって導入され、その内容において客観性・透明性が担保される工夫がなされ

たものであります。したがいまして、いずれも当社の会社役員の地位の維持を目的とする

ものではなく、１．に記載する基本方針に沿うものであります。 

以 上 
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＜別紙＞ 

 

新株予約権の無償割当ての概要 

 

１．新株予約権付与の対象となる株主およびその発行条件 

当社取締役会で定める割当期日における最終の株主名簿に記録された株主に対し、

その所有株式（ただし、当社の有する当社普通株式を除く。）１株につき１個の割合

で新株予約権を割当てる。 

２．新株予約権の目的となる株式の種類および数 

新株予約権の目的となる株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権１個当たりの

目的となる株式の数は１株とする。 

３．発行する新株予約権の総数 

新株予約権の割当総数は、２億個を上限として、当社取締役会が定める数とする。

当社取締役会は、割当総数がこの上限を超えない範囲で複数回にわたり新株予約権の

割当てを行うことがある。 

４．新株予約権の払込金額 

 無償とする。 

５．各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額（払込みをなすべき額）は１円以

上で当社取締役会が定める額とする。 

６．新株予約権の譲渡制限 

 新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要するものとする。 

７．新株予約権の行使条件 

当社取締役会において別途定めるものとする。なお、大規模買付者を含む特定株主グ

ループに属する者などが実質的に保有する本新株予約権については、行使を認めないこ

ととする。 

８．新株予約権の行使期間等 

新株予約権の行使期間、取得事由および取得条件その他必要な事項については、当

社取締役会において別途定めるものとする。 

 

以 上 

 


